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④条例によるStageⅠ規制の効果

平成12年度
（2000年度）

平成16年度
（2004年度）

平成17年度
（2005年度）

平成25年度
（2013年度）

平成31年度
（2019年度）

平成42年度
（2030年度）

都道府県別ガソリン販売量
（全国）

千kL/年 57,803 63,230 63,158 55,553 48,310 38,251

蒸気回収装置の設置に係
る条例がある都道府県 ※1

東京都、神奈川県、福井
県、山梨県、京都府、大阪

府

東京都、神奈川県、福井
県、山梨県、京都府、大阪

府
　＋埼玉県、愛知県

東京都、神奈川県、福井
県、山梨県、京都府、大阪

府、
　埼玉県、愛知県

東京都、神奈川県、福井
県、山梨県、京都府、大阪

府
、埼玉県、愛知県

＋千葉県

東京都、神奈川県、福井
県、山梨県、京都府、大阪

府
、埼玉県、愛知県、

千葉県

東京都、神奈川県、福井
県、山梨県、京都府、大阪

府
、埼玉県、愛知県、

千葉県

条例有の都道府県における
ガソリン販売量　合計

千kL/年 12,977 23,020 23,058 22,646 19,693 15,593

条例有の都道府県における
ガソリン販売量割合

% 22 36 37 41 41 41

StageⅠ条例規制による受
入ロス低減効果 ※2

% 19 31 31 35 35 35

※1　蒸気回収装置の設置に係る条例がある都道府県の考え方：基本的には施行日ベースとしている。
　　注１　：　山梨県は平成16年度の条例改正によって、蒸気回収装置に係る項目は廃止されているが、環境省インベントリでは、
　　　　　　　対策は継続的に実施されているとみなされ、平成22年度推計分まで「条例有」扱いとされていたため、同様にした。
　　注２　：　京都府は、環境省資料（VOC排出インベントリ検討会（第28回）資料3-1）によると、条例施行日は平成9年4月1日だが、
　　　　　　　平成24年度調査において条例が有ることが判明したため、平成23年度分の推計から条例有扱いとなっている。
　　　　　　　（現時点では平成22年度以前の排出量への遡及修正は行われていないのではないか。）

※2　StageⅠ条例規制による受入ロス低減効果の算出：
　環境省VOCインベントリ推計の前提：蒸気回収装置条例有の都道府県では100％導入されており、その回収効率は85%。
　=条例有の都道府県におけるガソリン販売量割合×0.85


